
第10 弁護士による内部統制システム構築・CSR活動推進の支援等 

1 持続可能な開発目標（SDGs）達成への取組み 

 2015（平成27）年9月の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための2030アジェンダ」で「持続

可能な開発目標（SDGs）」が定められた。持続可能な世界を実現するための17のゴール・169のターゲット

から構成され、地球上の誰一人として取り残さない（leave no one behind）ことを誓っている。この目標は、

世界的に取組みが求められているものであり、企業のみならず、日本全体として積極的に取り組む必要があ

る。これらの達成のために、日弁連、弁護士会も積極的に取り組み、また、支援すべきである。 

 

2 内部統制システムの強化拡充 

 2015（平成27）年6月から「コーポレートガバナンス・コード」が東京証券取引所上場企業に適用となり、

これら企業では、内部統制システムを中心としたコーポレート・ガバナンス体制の構築とその実効性確保に

取り組んでいる。経営の健全化や透明化に向けた取り組みは大会社のみにとどまっていてはならず、中小企

業も含め広く日本の企業社会全体に浸透していくことが望まれる。なお、「コーポレートガバナンス・コー

ド」は2018（平成30）年6月に改訂され、政策保有株式の縮減方針などの開示、CEOの選解任手続における客

観性・適時性・透明性の確保などが盛り込まれた。 

 

 日弁連では、これまでも内部統制システムにかかわるガイドライン、ガイダンスの公表などを行っている

が、この分野に対する研究を強化し、さらに弁護士がこの分野で活躍できるよう研修や広報等も強化すべき

である。 

 日弁連は、内部統制システムの強化拡充に関してリードし、企業コンプライアンスに貢献し、法の支配を

拡げ、弁護士の業務拡大にも繋げるべきである。 

 

3 企業の社会的責任（CSR） 

 CSR（Corporate Social Responsibility）とは、コンプライアンスを当然の前提とした上で、自然環境及び

社会の持続可能性を確保すべく、企業が、業務として、企業の各ステークホルダー（利害関係者）の期待に

どのように応えるかを自主的に考え、行動することによってこそ、信頼を勝ち得て企業価値を高め、企業の

持続可能性も保たれるという考え方である。 

 現在、多くの企業が、CSR報告書を作成し公表している。我が国では、環境保護の取組みが先行していた

が、人権、労働、消費者の権利、企業統治、公正競争などの社会的項目の重みが増している。これらの社会

的項目は、我々弁護士が得意とする分野である。それと同時に、ガイドライン、指標、基準など法的拘束力

のない社会規範である、いわゆる「ソフトロー」を策定し、これを活用する活動も法律家の新しい分野とし

て期待される。以上のとおり、企業のCSR推進は、弁護士の新たな活動フィールドになるはずである。 

 日弁連は、CSR推進のために2008（平成20）年3月に「企業の社会的責任（CSR）ガイドライン2007年度

版」（改定2009年度版）を公表した。また、この成果を運動として展開するために2009（平成21）年10月に

設立された弁護士主体の日本CSR普及協会は、創立10周年を迎え、CSRの原点とこれからの展開～ソフトロ

ーの時代における企業と弁護士の連携の在り方の記念講演が行われた。社会や環境の課題は益々複雑かつ深

刻化しており、企業と弁護士との連携強化が必要である。日弁連・弁護士会は、さらに、これらの活動をバ

ックアップし、連携を強化して、弁護士のこの分野での活動を支援していくべきである。 

 



4 企業等不祥事と第三者委員会 

 企業等不祥事において、CSRの観点から、ステークホルダーに対する説明責任を果たすために、不祥事の

原因究明、責任の所在及び再発防止等を目的として、独立性を有する第三者委員会の設置を求められること

が多い。日弁連では、2010（平成22）年7月、「企業等不祥事における第三者委員会ガイドライン」（改訂

2010〔平成22〕年12月17日）を公表している。日弁連のガイドラインについては、多くの第三者委員会によ

る報告書で、このガイドラインに基づいて調査を行っていることが付記されるようになっているなど、社会

からの関心や評価も高い。 

 最近の事例では、企業のみならずさまざまな組織でも、第三者委員会設置が必要と受け止められてきてお

り、弁護士を中心とする第三者委員会が設置されることが多くなっている。大阪弁護士会では第三者委員会

委員推薦制度が設けられているが、東京弁護士会でも同様の制度の構築が望まれる。 

 企業等の活動を適正なものとするために、今後も弁護士による第三者委員会の取り組みを活発に進めるべ

きである。 

 

5 ビジネスと人権に関する指導原則 

 2011（平成23）年6月の国際連合の人権理事会において「ビジネスと人権に関する指導原則:国際連合『保

護、尊重及び救済』枠組実施のために」（以下「指導原則」という。）が採択された。日弁連は、指導原則に

基づき、2015（平成27）年1月に企業が人権を尊重する責任を果たすための「人権デュー・ディリジェンスの

ためのガイダンス」（手引き）を公表した。このガイダンス（手引き）により、企業及び企業への助言等を行

う弁護士が、指導原則に基づき、人権リスクを評価し、負の影響を回避・軽減するための内部統制システム

を構築する際の手引きとして機能することが期待される。 

 これらに関連して、日弁連は、日本政府に対する「ビジネスと人権に関する国別行動計画に含めるべき優

先事項に関する意見書」（2017年〔平成29年〕7月20日）を公表した。その後、「国外における人権侵害の被

害者を含めた、企業活動がもたらす人権侵害の被害者に対する司法的及び非司法的な救済へのアクセスの拡

充」を重要な優先分野として検討すべきことを改めて強調する「ビジネスと人権に関する国別行動計画につ

いての意見募集に対する意見書」（2019〔平成31〕年1月16日）を公表している。 

 

6 海外贈賄の防止、ESG投資 

 企業にとって、海外での贈賄防止は、法令遵守、CSRの点からも、不可欠な取組課題となっている。日弁

連では、これら企業を支援する弁護士のために、「海外贈賄防止ガイダンス（手引）」を取りまとめている

（2016〔平成28〕年7月）。 

 また、「ビジネスと人権に関する指導原則」「持続可能な開発目標（SDGs）」への取り組みが進む中で、

環境・社会・ガバナンス（ESG）に配慮した投資が求められている。これらを受け、日弁連では、2018（平

成30）年8月、「ESG（環境・社会・ガバナンス）関連リスク対応におけるガイダンス（手引）～企業・投資

家・金融機関の協働・対話に向けて～」を公表している。 

 弁護士は、これら日弁連によるガイダンスを活用し、企業に対して、積極的に助言し、この問題に取り組

むべきである。 


